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設立しているのは 9 社・15 ヶ所である。また，産業別では，化学工業 2 社・5 ヶ所，食品 2 社・


























点を設置しているのは 66 社であり，電気機器 27 社，化学 13 社が多くなっている（表 1-2 参照）。
先に見た広田の研究成果と同様の傾向が見られる。設立年について見てみると，1969 年まで
に開始したのが 1 社，1970 ～ 1979 年が 4 社，1980 ～ 1984 年が 5 社，1985 ～ 1989 年が 12 社，


























130 社である。設立年を見てみると，1970-74 年までに開始したのが 1 社，1975-79 年が 5 社，
 3）岩田（1996）171-172 頁
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1980-84 年が 8 社，1985-89 年が 24 社，1990-94 年が 37 社，1995-98 年が 55 社となっている（表
1-3 参照）。そのうち，中国を見てみると，1990 年 -1994 年が 6 社，1995-1998 年は 23 社となっ
















行った。その結果によると，中国 17 件，シンガポール 13 件，台湾 13 件，マレーシア 10 件，
タイ 10 件，香港 9 件，韓国 6 件，インドネシア 2 件，フィリピン 1 件となっている（表 1-4 参照）。




















よると，アジアでは中国が 29 社，台湾とシンガポールがそれぞれ 11 社，マレーシアが 5 社，
 4）吉原・メセ・岩田（1999）19-20 頁
 5）安部（1995）35 頁
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自動車 化学 電機 合計
（N=3） （N=5） （N=9） （N=17）
新製品の開発 1社 2社 3社 6社
新生産工程の開発 1 4 5
既存製品の改善 2 3 7 12
既存生産工程の改善 1 2 5 8
新しい金型の開発 2 2
既存の金型の改善 3 3
新生産ライン導入のための技術支援（品質検査を含む） 1 4 5






















中国 3社 47 32 10 7
（68社） (4.4%) (69.1%) (47.1%) (14.7%) (10.3%)
ASEAN 7 63 46 10 9
（86社） (8.1%) (73.3%) (53.5%) (11.6%) (10.5%)
韓国 1 6 6 3 0
（9社） (11.1%) (66.7%) (66.7%) (33.3%) (0.0%)
台湾 1 19 11 5 2























よると，日本企業のアジアへの研究開発の展開には 2 つの流れがあるという。1 つは ASEAN
 8）日本貿易振興会（2002）128-327 頁
 9）有村（2002b）5-7 頁










れによると，そのうち 16 社がアジアに研究開発拠点を設置している。内訳は，中国 11 社，
香港 1 社，台湾 1 社，インド 1 社，タイ 2 社となっている。業種別に見ると，中国の電気機




中国 香港 台湾 タイ インド
電気機械 7 5 1 1
輸送機械 1 1
化学 3 2 1
一般機械 2 1 1
繊維 2 1 1
パルプ紙 1 1






その中から研究開発の項目を集計したものが表 1-10 である。国別に見ていくと，中国が 67
社と最も多く，タイ 13 社，シンガポール 11 社と続いている。業種別に見てみると，中国では，
電機・電子が 23 社と最も多く，次いで化学 11 社となっている。タイでは自動車が 7 社と最





















化学 2 1 3 0 4 1 2 0 11
一般機械 0 1 2 0 0 0 0 1 7
電機・電子 0 3 4 1 0 0 5 1 23
自動車 2 0 0 0 7 0 0 2 3
その他 1 3 2 0 2 0 2 2 23




















































ASEAN 21 37 20 26 42 30 83 70 140 136
NIEs 9 19 24 35 18 84 88 87 104 83
中国 0.4 2 45 6 15 23 20 24 37 23
93年度 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 99年度 00年度 01年度 02年度
　筆者は，海外進出企業総覧を用いて日本の電機メーカーを対象にアジアでの研究開発の現状
13）畠山（2006）22 頁






品 19 社，産業用電気機器 14 社，情報通信機器が 12 社と続いている。
　マレーシアでは半導体以外のすべての業種が研究開発を行っている。AV 機器が 3 社と最
も多く，白物家電，情報通信機器が 2 社と続いている。タイでは白物家電が 2 社と最も多く，
AV 機器が 1 社と続いている。インドネシアはソフトウェア 1 社のみである。フィリピンでは
ソフトウェアが 7 社と圧倒的に多く，電子部品，その他が 1 社と続いている。
　シンガポールで白物家電以外のすべての研究開発を行っている。情報通信機器が 6 社と最
も多く，電子部品，AV 機器がそれぞれ 5 社と続いている。台湾では電子部品が 6 社と最も多
く，産業用電気機器が 5 社，半導体が 2 社と続いている。韓国ではソフトウェア開発が 4 社
と最も多く，産業用電気機器，電子部品がそれぞれ 2 社と続いている。香港では電子部品が 3



















産業用電気機器 14 1 0 0 0 3 5 2 0
ソフトウェア開発 26 1 0 1 7 3 2 4 1
電子部品 19 1 0 0 1 4 6 2 3
AV機器 7 3 1 0 0 5 0 0 1
白物家電 3 2 2 0 0 0 0 0 0
情報通信機器 12 2 0 0 0 6 1 0 0
半導体 8 0 0 0 0 1 2 0 1
その他 8 1 0 0 1 1 0 0 0





















　Shimizutani and Todo は海外事業活動基本調査を活用して日本企業の海外研究開発の実態
調査を行った。彼らは研究開発を，本国にはない優れた知識の獲得を目的とする革新型研究開
発 (Innovative R&D)，既存の技術や製品を現地市場の状況に合わせる適応型研究開発 (Adaptive 
R&D) の 2 種類に分類して調査を行った。
14）畠山（2006）27-28 頁
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300 144 89 67 1,140
(26.3) (12.6) (7.8) (5.9) (100.0)
67 16 29 22 635
(10.6) (2.5) (4.6) (3.5) (100.0)
71 29 23 19 539
(13.2) (5.4) (4.3) (3.5) (100.0)
241 126 61 54 529
(45.6) (23.8) (11.5) (10.2) (100.0)
142 60 43 39 635
(22.4) (9.4) (6.8) (6.1) (100.0)
53 19 13 21 337
(15.7) (5.6) (3.9) (6.2) (100.0)
115 44 44 27 826
(13.9) (5.3) (5.3) (3.3) (100.0)
345 156 130 59 849
(40.6) (18.4) (15.3) (6.9) (100.0)
164 59 62 43 834
(19.7) (7.1) (7.4) (5.2) (100.0)
1,498 653 494 351 6,324
(40.5) (9.7) (12.8) (18.0) (100.0)
















15）Shimizutani and Todo (2007）pp.2-5





(MPEG) の研究では，シンガポール研究所はパナソニックの研究所の中で 1 つの拠点としての地
位を占めている。ここでの研究成果はグローバルにデジタルテレビや DVD に活用されている。






























タイ Hitachi Consumer Products(Thailand) Ltd. 冷蔵庫等の設計















Data Storage Institute (DSI) 将来のStorage基盤技術
Institute of High Performance
Computing (IHPC) CAEを用いた開発の効率化
Singapore Institute of Manufacturing
Technology (SIMTEC) 生産プロセス革新















開発」が 6 件と最も多く，次いで「研究・製造・販売の一貫体制確立」が 5 件，「進出先の原
材料や部品に適合した研究」が 4 件となっている。これらのことからアジアでは市場志向的
な研究開発が多いと言える。一方で，「世界規模の研究ネットワークの構築」という技術志向



















































































自動車 化学 電機 合計
（N=3） （N=5） （N=9） （N=17）
現地・地域市場ニーズへのアクセス 1社 5社 6社 12社
新技術へのアクセス 2 2
新生産ライン導入の促進 1 2 3
既存生産ラインの改善 2 2 6 10
現地人技術者・研究者の低い人件費 2 1 5 8
現地人技術者・研究者の技術的優秀性 1 1
現地調達の推進 2 1 2 5























（N=6） （N=4） （N=3） （N=2） （N=2） （N=17）
現地・地域市場ニーズへのアクセス 5社 1社 1社 2社 1社 12社
新技術へのアクセス 1 1 2
新生産ライン導入の促進 1 2 3
既存生産ラインの改善 2 4 2 1 1 10
現地人技術者・研究者の低い人件費 3 1 2 1 1 8
現地人技術者・研究者の技術的優秀性 1 1
現地調達の推進 2 1 1 1 5
























中国 38社 55 18 27 1
（68社） (0.6%) (80.9%) (26.5%) (39.7%) (1.5%)
ASEAN 51 60 42 33 2
（86社） (59.3%) (69.8%) (48.8%) (38.4%) (2.3%)
韓国 3 8 1 3 1
（9社） (33.3%) (88.9%) (11.1%) (33.3%) (11.1%)
台湾 5 15 11 11 2


































































　①アジアの市場としての重要性：2000 年度と 2005 年度を比較すると，日本市場の売上高
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